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付  議  事  件 
                            第 1 回定例会 

番号 事     件     名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ 

1 さくら市瀧澤家住宅設置条例の制定について 市 長 
No.1 

P  1 

2 
さくら市民の歯及び口腔の健康づくり推進条例の

制定について 
〃 P  7 

3 さくら市税条例等の一部改正について 〃 P 10 

4 さくら市国民健康保険税条例の一部改正について 〃 P 13 

5 

さくら市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について 

〃 P 14 

6 さくら市氏家駅広場条例の一部改正について 〃 P 18 

7 平成 30 年度さくら市一般会計補正予算（第 7 号） 〃 P 19 

8 
平成 30年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区

画整理事業特別会計補正予算（第 4 号） 
〃 P 53 

9 
平成 30年度さくら市公共下水道事業特別会計補正

予算（第 2 号） 
〃 P 71 

10 
平成 30年度さくら市農業集落排水事業特別会計補

正予算（第 1 号） 
〃 P 89 

11 
平成 30年度さくら市国民健康保険特別会計補正予

算（第 2 号） 
〃 P 99 

12 
平成 30年度さくら市後期高齢者医療特別会計補正

予算（第 1 号） 
〃 P115 

13 
平成 30 年度さくら市介護保険特別会計補正予算

（第 3 号） 
〃 P131 

14 2019 年度さくら市一般会計予算 〃 
No.2 

P  1 

15 
2019 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画

整理事業特別会計予算 
〃 P189 

16 2019 年度さくら市国民健康保険特別会計予算 〃 P211 



番号 事     件     名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ 

17 2019 年度さくら市後期高齢者医療特別会計予算 市 長 
No.2 

P239 

18 2019 年度さくら市介護保険特別会計予算 〃 P257 

19 2019 年度さくら市水道事業会計予算 〃 P291 

20 2019 年度さくら市下水道事業会計予算 〃 P315 

報告 

1 

専決処分事項の報告について（喜連川中学校大規

模改修工事請負契約の変更） 
〃 P337 

諮問 

１ 
人権擁護委員候補者の推薦について 〃 P339  

 



 

議案第 1 号 

 

 

さくら市瀧澤家住宅設置条例の制定について 

 

 

さくら市瀧澤家住宅設置条例を次のように定める。 

 

 

  平成 31 年 2 月 21 日提出 

 

 

さくら市長  뤷  塚 隆 志    

 

 

さくら市条例第 号 

 

さくら市瀧澤家住宅設置条例 

 

 （設置） 

第 1 条 市が管理する文化財の利活用を推進することにより、郷土の歴

史及び文化に対する市民の関心を高め、もって市民の教養、学術及び

文化の振興に寄与するため、さくら市瀧澤家住宅（以下「瀧澤家住宅」

という。）を設置する。 

 （位置） 

第 2 条 瀧澤家住宅の位置は、さくら市櫻野 1365 番地とする。 

 （事業） 

第 3 条 瀧澤家住宅は、次に掲げる事業を行う。 

 (1) 文化財を保存及び管理（以下「保管」という。）し、又は展示す

ること。 

(2) 瀧澤家住宅の設置の目的（第 1 条に規定するものをいう。以下同

じ。）に沿った展覧会、講演会、講習会等を開催すること。 

(3) 瀧澤家住宅の設置の目的に沿った集会、展示等（以下「集会、展
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示等」という。）を行うために瀧澤家住宅の施設及び設備（以下「施

設等」という。）を提供すること。 

(4) 前 3 号に掲げる事業のほか、さくら市教育委員会（以下「教育委

員会」という。）が特に必要と認める事業 

 （利用の許可） 

第 4 条 集会、展示等を行うために施設等を利用しようとする者は、あ

らかじめ教育委員会の許可を受けなければならない。 

2 教育委員会は、前項の許可（以下「利用許可」という。）をする場合

において、瀧澤家住宅の保管上必要な条件を付することができる。 

3 前 2 項の規定は、利用許可に係る事項の変更について準用する。 

（利用の制限） 

第 5 条 教育委員会は、利用許可を受けようとする者の当該利用の内容

が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、利用許可をしない。 

(1) 瀧澤家住宅の設置の目的に反するとき。 

(2) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(3) 瀧澤家住宅の施設を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(4) 前 3 号に掲げる場合のほか、教育委員会が瀧澤家住宅の保管上支

障があると認めるとき。 

 (利用権の譲渡等の禁止) 

第 6 条 利用許可を受けた者（以下「利用者」という。）は、その権利

を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（特別の設備の制限） 

第 7 条 利用者は、当該利用の際に特別の設備をし、又は備付けの物品

以外の物品を利用する場合は、あらかじめ教育委員会の許可を受けな

ければならない。 

（利用許可の取消し等） 

第 8 条 教育委員会は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合又

は瀧澤家住宅の保管上特に必要があると認める場合は、当該利用許可

に係る条件（第 4 条第 2 項の規定により付する条件をいう。以下この

条において同じ。）を変更し、若しくは利用を停止し、又は当該利用

許可を取り消すこと（以下「取消し等」という。）ができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 
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(2) 偽りその他不正な行為により利用許可を受けたとき。 

(3) 条件に従わないとき。 

2 前項の規定による取消し等により当該利用者に損害が生じた場合にお

いても、教育委員会は、その責めを負わない。 

（使用料） 

第 9 条 瀧澤家住宅の施設等のうち別表第 1 に掲げるものの利用者は、

同表に掲げる使用料を納付しなければならない。 

2 前項の場合において、利用者が市内に住所を有しない者である場合は、

当該使用料の額は、前項に規定する額に 100 分の 150 を乗じて得た額

とする。 

（使用料の減免） 

第 10 条 市長は、前条の規定にかかわらず、利用者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用料の一部を減額し、又は免除することがで

きる。 

(1) 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に掲げる学校及び同

法第 124 条の専修学校、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第

21 条の 5 の 3 第 1 項の指定障害児通所支援事業者等、同法第 24 条

の 2 第 1 項の指定障害児入所施設等及び同法第 39 条第 1 項の保育所

並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第 2 条第 6 項の認定こども

園で市内にあるもの 

(2) 国又は地方公共団体 

(3) 前 2 号に掲げる者のほか、市長が使用料を減免することについて

特別の理由があると認める者 

（使用料の不還付） 

第 11 条 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、市長は、当該使

用料の納付に係る施設等の利用が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 (1) 施設等の保管上特に必要があるため、教育委員会が利用許可を取

り消したとき。 

 (2) 利用者の責めに帰することができない理由により、施設等を利用

することができないとき。 
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 (3) 前 2 号に掲げるもののほか、市長が使用料を還付することについ

て特別の理由があると認めるとき。 

（原状回復の義務） 

第 12 条 利用者は、施設等の利用が終わったときは、速やかに当該施設

等の原状への回復又は搬入した物件の撤去（次項において「回復等」

という。）をしなければならない。取消し等をされた利用者について

も、同様とする。 

2 利用者が回復等をしないときは、教育委員会において回復等をする。

この場合において、当該回復等に要した費用は、当該利用者の負担と

する。 

（観覧料） 

第 13 条 瀧澤家住宅を観覧しようとする者（以下「入館者」という。）

は、別表第 2 に掲げる観覧料を納付しなければならない。ただし、入

館者が幼児、児童、生徒又は学生である場合は、当該観覧料を徴しな

い。 

（観覧料の減免） 

第 14 条 市長は、前条の規定にかかわらず、入館者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、観覧料の額から当該各号に掲げる額を減額し、

又は免除することができる。 

(1) 教育課程に基づく教育活動の一環として、さくら市立学校の設置

に関する条例（平成 17 年さくら市条例第 89 号）第 2 条のさくら市

立学校に在学する児童又は生徒を引率する者 観覧料の全部の額 

 (2) 市内に居住する者のうち次のいずれかに該当するもの 観覧料の

全部の額 

 ア 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条に定める

身体障害者手帳の交付を受けた者 

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第

123 号）第 45 条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた

者 

ウ 栃木県療育手帳交付規則（平成 12 年栃木県規則第 23 号）第 2

条の規定により療育手帳の交付を受けた者 

 (3) 市又は教育委員会が主催する施設等の見学会に参加することによ
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り観覧する者 観覧料の全部の額 

 (4) 利用者又は利用者が行う集会、展示等に参加することにより観覧

する者 観覧料の全部の額 

 (5) 前各号に掲げる者のほか、市長が観覧料を減免することについて

特別の理由があると認める者 観覧料の全部の額又は 2 分の 1 に相

当する額 

（損害賠償の義務） 

第 15 条 利用者又は入館者は、故意又は過失により施設等を損傷し、又

は滅失したときは、それによって生じた損害を賠償しなければならな

い。ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限

りでない。 

（指定管理者による管理） 

第 16 条 教育委員会は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244

条の 2 第 3 項の規定により、瀧澤家住宅の管理を同項の指定管理者（以

下「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

2 前項の規定による指定管理者の指定の手続については、さくら市公の

施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年さくら

市条例第 181 号）及びさくら市公の施設に係る指定管理者の指定の手

続等に関する条例施行規則（平成 17 年さくら市規則第 158 号）の定め

るところによる。 

（指定管理者の業務） 

第 17 条 前条の規定により指定管理者に管理を行わせる場合において指

定管理者が行う業務は、次のとおりとする。 

(1) 第 3 条に掲げる事業を実施する業務 

(2) 瀧澤家住宅の利用及び当該利用の制限に関する業務 

(3) 施設等の保管に関する業務 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める業務 

2 第 4 条、第 5 条、第 7 条、第 8 条、第 10 条、第 12 条、第 14 条及び

第 15 条の規定は、前条第 1 項の規定による指定管理者の指定をした場

合について準用する。この場合において、これらの規定中「市長」又

は「教育委員会」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

（指定管理者が行う管理の基準） 
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第 18 条 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則の定めると

ころに従い、適正に瀧澤家住宅の管理を行わなければならない。 

（委任） 

第 19 条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から起算して 4 月を超えない範囲内において教

育委員会規則で定める日から施行する。 

別表第 1（第 9 条関係） 

施設名 使用料の額 

和室 1 1 日当たり 500 円 

和室 2 1 日当たり 500 円 

イベントスペース 1 日当たり 1,000 円 

別表第 2（第 13 条関係） 

個人 団体（20 人以上） 

100 円 1 人当たり 60 円 
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議案第2号 

 

 

さくら市民の歯及び口腔の健康づくり推進条例の制定について 

 

 

さくら市民の歯及び口腔の健康づくり推進条例を次のように定める。 

 

 

  平成 31 年 2 月 21 日提出 

 

 

さくら市長  뤷  塚 隆 志    

 

 

さくら市条例第  号 

 

さくら市民の歯及び口腔の健康づくり推進条例 

 

（目的） 

第 1 条 この条例は、歯及び口腔の健康が市民が健康で質の高い生活を

営む上で基礎的かつ重要な役割を果たしているとともに、市民の日常

生活における歯科疾患の予防に向けた取組が口腔の健康の保持に極め

て有効であることに鑑み、歯科疾患の予防等による歯及び口腔の健康

の保持（以下「歯及び口腔の健康づくり」という。）の推進に関し、基

本理念を定め、市の責務等を明らかにするとともに、歯及び口腔の健

康づくりの推進に関する施策の基本となる事項を定めること等により、

当該施策を総合的に推進し、もって市民の健康の保持増進に寄与する

ことを目的とする。 

（基本理念） 

第 2 条 歯及び口腔の健康づくりに関する施策は、次に掲げる事項を基

本として行うものとする。 

 (1) 市民が、生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向け

た取り組みを行うとともに、歯科疾患を早期に発見し、早期に治療

-7-



 

を受けることを促進すること。 

 (2) 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔とその機

能の状態及び歯科疾患の特性に応じて、適切かつ効果的に歯及び口

腔の健康づくりを推進すること。 

 (3) 保健、医療、福祉、教育その他の関連施策の有機的な連携を図り

つつ、その関係者の協力を得て、総合的に歯及び口腔の健康づくり

を推進すること。 

（市の責務） 

第 3 条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策に関し、国及び栃木県と

の連携を図りつつ、市の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（市民の責務） 

第 4 条 市民は、歯及び口腔の健康づくりに関する正しい知識を持ち、

生涯にわたって日常生活において自ら歯科疾患の予防に向けた取組を

行うとともに、定期的に歯科に係る検診（健康診査及び健康診断を含

む。）を受け、及び必要に応じて歯科保健指導を受けることにより、歯

及び口腔の健康づくりに努めるものとする。 

 （歯科医師等の責務） 

第 5 条 歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他歯科医療又は歯科保

健指導に係る業務(以下「歯科医療等業務」という。)に従事する者は、

基本理念にのっとり、医師その他歯科医療等業務に関連する業務に従

事する者との緊密な連携を図りつつ、適切にその業務を行うとともに、

市が歯及び口腔の健康づくりの推進に関して講ずる施策に協力するよ

う努めるものとする。 

（保健、医療、福祉、教育等に携わる者の役割） 

第 6 条 保健、医療、福祉、教育等に携わる者は、基本理念にのっとり、

相互の有機的な連携を図るとともに、市が歯及び口腔の健康づくりの

推進に関して講ずる施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第 7 条 事業者（法令等に基づき市民の健康の保持増進のために必要な

事業を行う者）は、基本理念にのっとり、市が歯及び口腔の健康づく

りの推進に関して講ずる施策に協力するよう努めるものとする。 

 （基本的施策の実施） 
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第 8 条 市は、市民の歯と口腔の健康づくりを推進するため、次に掲げ

る基本的施策を講ずるものとする。 

(1) 歯と口腔の健康づくりに関する知識及び歯科疾患の予防に向け 

た取組に関する普及啓発を行うこと。 

(2) 市民が定期的に歯科に係る検診を受けること又は必要に応じて 

歯科保健指導を受けることを勧奨すること。  

(3) 前各号に掲げるもののほか、歯と口腔の健康づくりを促進するた

めに必要な措置を講ずること。 

(基本計画) 

第 9 条 市長は、前条の基本的施策を総合的に実施するための計画（以

下「基本計画」という。）を定めるものとする。この場合において、市

長は、健康増進計画（健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第 8 条第

2 項に規定する市町村健康増進計画をいう。以下同じ。）を定めたとき

は、当該健康増進計画をもって基本計画に代えることができる。  

2 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 歯及び口腔の健康づくりの意義及び目標に関する事項 

(2) 歯及び口腔の健康づくりの推進に関し、市が総合的かつ計画的に

講ずるべき施策に関する事項 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、歯及び口腔の健康づくりの推進に関

する重要事項 

3 基本計画は、健康増進計画その他の法律の規定による計画であって保

健、医療又は福祉に関する事項を定めるものとの調和が保たれたもの

でなければならない。 

4 市長は、第 1 項の規定により基本計画を定めたときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

 （財政上の措置） 

第 10 条 市は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策を実施する

ために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

附 則 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 3 号 

 

 

さくら市税条例等の一部改正について 

 

 

さくら市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  平成 31 年 2 月 21 日提出 

 

 

さくら市長  뤷  塚 隆 志    

 

 

さくら市条例第  号 

 

さくら市税条例等の一部を改正する条例 

 

（さくら市税条例の一部改正） 

第1条 さくら市税条例（平成17年さくら市条例第62号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

第 90 条第 1 項第 1 号中「いう。）」の次に「又は精神に著しい障害を

有する者で規則で定めるもの（以下「精神障害者」という。）」を、「当

該身体障害者」の次に「又は精神障害者（以下「身体障害者等」とい

う。）」を加え、同項第 2 号中「若しくは精神に著しい障害を有する者

で規則で定めるもの（以下「精神障害者」という。）又は当該身体障害

者若しくは精神障害者（以下「身体障害者等」という。）」を「等若し

くは当該身体障害者等」に改める。 

 （さくら市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第 2 条 さくら市税条例等の一部を改正する条例（平成 29 年さくら市条

例第 3 号）の一部を次のように改正する。 

  第 2 条中さくら市税条例附則第 15 条の次に 5 条を加える改正規定を

次のように改める。 
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附則第 15 条の次に次の 8 条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第 15 条の 2 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第

1 章第 2 節の規定にかかわらず、県が、自動車税の環境性能割の

賦課徴収の例により、行うものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税の特例） 

第 15 条の 2 の 2 市長は、当分の間、第 81 条の 2 の規定にかかわ

らず、県知事が自動車税の環境性能割を課さない自動車に相当す

るものとして市長が定める 3 輪以上の軽自動車に対しては、軽自

動車税の環境性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の課税免除） 

第 15 条の 2 の 3 市長は、当分の間、県知事が自動車税の環境性能

割を免除する自動車に相当するものとして市長が定める 3 輪以上

の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を免除する。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第 15 条の 3 市長は、当分の間、第 81 条の 8 の規定にかかわらず、

県知事が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するもの

として市長が定める 3 輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税

の環境性能割を減免する。 

（軽自動車税の環境性能割の課税免除及び減免に係る申請の特例） 

第 15 条の 3 の 2 附則第 15 条の 2 の 3 の規定により軽自動車税の

環境性能割の免除を受けようとする者は、県の自動車税の環境性

能割の免除の例により、申請書を県知事に提出しなければならな

い。 

2 前条の規定により軽自動車税の環境性能割の減免を受けようとす

る者は、県の自動車税の環境性能割の減免の例により、申請書を

県知事に提出しなければならない。 

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

第 15 条の 4 第 81 条の 6 の規定による申告納付については、当分

の間、同条中「市長」とあるのは、「県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

第 15 条の 5 市は、県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関す

る事務を行うために要する費用を補償するため、法附則第 29 条の

16 第 1 項に掲げる金額の合計額を、徴収取扱費として県に交付す
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る。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第 15 条の 6 営業用の 3 輪以上の軽自動車に対する第 81 条の 4 の

規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

第 1 号 100 分の 1 100 分の 0.5 

第 2 号 100 分の 2 100 分の 1 

第 3 号 100 分の 3 100 分の 2 

2 自家用の 3 輪以上の軽自動車に対する第 81 条の 4(第 3 号に係る

部分に限る。)の規定の適用については、同号中「100 分の 3」と

あるのは、「100 分の 2」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

1 この条例中第 1 条の規定は平成 31 年 4 月 1 日から、第 2 条の規定は

公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

2 第 1 条の規定による改正後のさくら市税条例第 90 条の規定は、平成

31 年度以後の年度分の軽自動車税の減免について適用し、平成 30 年

度分までの軽自動車税の減免については、なお従前の例による。 
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議案第4号 

 

 

さくら市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 

さくら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

  平成 31 年 2 月 21 日提出 

 

 

さくら市長  뤷  塚 隆 志    

 

 

さくら市条例第  号 

 

さくら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 さくら市国民健康保険税条例（平成17年さくら市条例第65号）の一部

を次のように改正する。 

 第2条第2項ただし書中「54万円」を「58万円」に改める。 

 第21条中「54万円」を「58万円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

1 この条例は、平成31年4月1日から施行する。 

 （適用区分） 

2 この条例による改正後のさくら市国民健康保険税条例の規定は、平成

31年度分以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成30年度

分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第 5 号 

 

 

さくら市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び 

運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

 

さくら市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  平成 31 年 2 月 21 日提出 

 

 

さくら市長  뤷  塚 隆 志    

 

 

さくら市条例第  号 

 

さくら市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び 

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 さくら市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例（平成 24 年さくら市条例第 22 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 目次中「第 5 節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員 

、設備及び運営に関する基準        」を 

「第 5 節 共生型地域密着型サービスに関する基準（第 59 条の 20 

の 2・第 59 条の 20 の 3） 

 第 6 節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及 

び運営に関する基準                」に 

改める。 

 第 1 条中「いう。)」の次に「第 78 条の 2 の 2 第 1 項各号並びに」を

加える。 
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第 2 条中第 6 号を第 7 号とし、第 5 号の次に次の 1 号を加える。 

 (6) 共生型地域密着型サービス 法第 78 条の 2 の 2 第 1 項の申請に

係る法第 42 条の 2 第 1 項本文の指定を受けた者による指定地域密着

型サービスをいう。 

 第 59 条の 9 第 4 号及び第 59 条の 10 第 5 項中「指定地域密着型通所介 

護従業者」を「地域密着型通所介護従業者」に改める。 

第 3 章の 2 中第 5 節を第 6 節とし、第 4 節の次に次の 1 節を加える。 

   第 5 節 共生型地域密着型サービスに関する基準 

（共生型地域密着型通所介護の基準） 

第 59 条の 20 の 2 地域密着型通所介護に係る共生型地域密着型サービ

ス(以下この節において「共生型地域密着型通所介護」という。)の事

業を行う指定生活介護事業者(障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準(平成 18 年厚生労働省令第 171 号。以

下この条において「指定障害福祉サービス等基準」という。)第 78 条

第 1 項に規定する指定生活介護事業者をいう。)、指定自立訓練(機能

訓練)事業者(指定障害福祉サービス等基準第 156 条第 1 項に規定する

指定自立訓練(機能訓練)事業者をいう。)、指定自立訓練(生活訓練)

事業者(指定障害福祉サービス等基準第 166 条第 1項に規定する指定自

立訓練(生活訓練)事業者をいう。)、指定児童発達支援事業者(児童福

祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基

準(平成 24 年厚生労働省令第 15 号。以下この条において「指定通所支

援基準」という。)第 5 条第 1 項に規定する指定児童発達支援事業者を

いい、主として重症心身障害児(児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)

第 7 条第 2 項に規定する重症心身障害児をいう。以下この条において

同じ。)を通わせる事業所において指定児童発達支援(指定通所支援基

準第 4 条に規定する指定児童発達支援をいう。第 1 号において同じ。)

を提供する事業者を除く。)及び指定放課後等デイサービス事業者(指

定通所支援基準第 66条第 1項に規定する指定放課後等デイサービス事

業者をいい、主として重症心身障害児を通わせる事業所において指定

放課後等デイサービス(指定通所支援基準第 65 条に規定する指定放課

後等デイサービスをいう。)を提供する事業者を除く。)が当該事業に

関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

(1) 指定生活介護事業所(指定障害福祉サービス等基準第 78 条第 1
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項に規定する指定生活介護事業所をいう。)、指定自立訓練(機能訓

練)事業所(指定障害福祉サービス等基準第 156 条第 1 項に規定する

指定自立訓練(機能訓練)事業所をいう。)、指定自立訓練(生活訓練)

事業所(指定障害福祉サービス等基準第 166 条第 1項に規定する指定

自立訓練(生活訓練)事業所をいう。)、指定児童発達支援事業所(指

定通所支援基準第 5 条第 1 項に規定する指定児童発達支援事業所を

いう。)又は指定放課後等デイサービス事業所(指定通所支援基準第

66条第 1項に規定する指定放課後等デイサービス事業所をいう。)(以

下この号において「指定生活介護事業所等」という。)の従業者の員

数が、当該指定生活介護事業所等が提供する指定生活介護(指定障害

福祉サービス等基準第 77 条に規定する指定生活介護をいう。)、指

定自立訓練(機能訓練)(指定障害福祉サービス等基準第 155 条に規定

する指定自立訓練(機能訓練)をいう。)、指定自立訓練(生活訓練)(指

定障害福祉サービス等基準第 165 条に規定する指定自立訓練(生活訓

練)をいう。)、指定児童発達支援又は指定放課後等デイサービス(以

下この号において「指定生活介護等」という。)の利用者の数を指定

生活介護等の利用者及び共生型地域密着型通所介護の利用者の数の

合計数であるとした場合における当該指定生活介護事業所等として

必要とされる数以上であること。 

(2) 共生型地域密着型通所介護の利用者に対して適切なサービスを提

供するため、指定地域密着型通所介護事業所その他の関係施設から

必要な技術的支援を受けていること。 

(準用) 

第 59 条の 20 の 3 第 9 条から第 13 条まで、第 15 条から第 18 条まで、

第 20 条、第 22 条、第 28 条、第 34 条から第 38 条まで、第 41 条、第

53 条、第 59 条の 2、第 59 条の 4 及び第 59 条の 5 第 4 項並びに前節(第

59 条の 20 を除く。)の規定は、共生型地域密着型通所介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第 9 条第 1 項中「第 31 条に規定す

る運営規程」とあるのは「運営規程(第 59 条の 12 に規定する運営規程

をいう。第 34 条において同じ。)」と、「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当た

る従業者(以下「共生型地域密着型通所介護従業者」という。)」と、

第 34 条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共

生型地域密着型通所介護従業者」と、第 59 条の 5 第 4 項中「前項ただ
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し書の場合(指定地域密着型通所介護事業者が第 1項に掲げる設備を利

用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供

する場合に限る。)」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業者が

共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共

生型地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第 59

条の 9 第 4 号、第 59 条の 10 第 5 項及び第 59 条の 13 第 3 項中「地域

密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業

者」と、第 59 条の 19 第 2 項第 2 号中「次条において準用する第 20

条第 2 項」とあるのは「第 20 条第 2 項」と、同項第 3 号中「次条にお

いて準用する第 28 条」とあるのは「第 28 条」と、同項第 4 号中「次

条において準用する第 38 条第 2 項」とあるのは「第 38 条第 2 項」と

読み替えるものとする。 

 第 61 条中「をいう。）」を「をいう。以下同じ。）」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 6 号 

 

 

さくら市氏家駅広場条例の一部改正について 

 

 

さくら市氏家駅広場条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  平成 31 年 2 月 21 日提出 

 

 

さくら市長  뤷  塚 隆 志    

 

 

さくら市条例第 号 

 

さくら市氏家駅広場条例の一部を改正する条例 

 

 さくら市氏家駅広場条例（平成 17 年さくら市条例第 156 号）の一部を

次のように改正する。 

 別表第 4 条第 2 項の規定による許可の項使用料の欄を次のように改め

る。 

1 時間当たり 500 円 1 日当たり 5,000 円を限度 

附 則 

 （施行期日） 

1 この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

 （経過措置） 

2 この条例の施行の日前に使用の許可の申請がされている同日以後の広

場の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 
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議案第 7 号  

平成 30 年度さくら市一般会計補正予算（第 7 号）  

 

平成 30 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 7 号）は、次に定める

ところによる ｡ 

（歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  既定の歳入歳出予算の総額 から歳入歳出それぞれ 4 億 5,896 万

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 186 億 2,680 万

1 千円とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正）  

第 2 条  既定の繰越明許費の 追加は、「第 2 表  繰越明許費補正」によ

る。  

（債務負担行為の補正）  

第 3 条  既定の債務負担行為の 変更は、「第 3 表  債務負担行為補正」に

よる。  

 （地方債の補正）  

第 4 条  既定の地方債の変更は、「第 4 表  地方債補正」による。  

 

平成 31 年 2 月 21 日提出  

さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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第2表　繰越明許費補正

追　加

款 項 事　　　業　　　名

6　農林水産業費 1　農業費 農村公園等維持管理事業

6　農林水産業費 1　農業費 総合交流ターミナル施設維持管理事業

8　土木費 1　土木管理費 木造住宅耐震改修事業

8　土木費 2　道路橋梁費 道路改良事業

8　土木費 2　道路橋梁費 市道Ｕ1-10号道路改良事業

8　土木費 2　道路橋梁費 橋梁維持事業

（単位：千円）

13,500

金　　額

31,414

8,500

800

2,710

4,574
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第 3 表  債 務 負 担 行 為 補 正  

                                                      

変  更                     (単 位 ： 千 円 )  

事   項  期   間  限 度 額  

氏 家 児 童 セ ン タ ー  

指 定 管 理 業 務 委 託  

2 0 1 8 年 度 か ら  

2 0 2 1 年 度 ま で  
1 1 0 , 5 0 0  

上 松 山 児 童 セ ン タ ー  

指 定 管 理 業 務 委 託  

2 0 1 8 年 度 か ら  

2 0 2 0 年 度 ま で  
6 2 , 5 0 0  
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第4表　地方債補正

変　更 （単位：千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法 限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

千円 千円

5,900 14,900

駅前交流拠点施設
維持管理事業費

2,200 0

市道整備事業費 312,800 184,400

公営住宅除却費 6,300 0

鬼怒川河川公園整
備事業費

4,900 0

公立学校施設災害
復旧事業費

30,000 0

起 債 の 目 的
補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後

水道事業出資債
　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。た
だし、市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を延
長し、短縮
し、若しくは
繰上償還、又
は借換えする
ことができ
る。

　4.0%以
内（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率と
する。）

普通貸
借　又
は　証
券発行

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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平成30年度さくら市一般会計補正予算
（第7号）に関する説明書
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

16-農道整備事業 563,346 平成29年度 561,277 平成30年度 2,069 2,069

16-農業経営基盤強化
資金利子補給

2,265 平成29年度 2,238
平成30年度
平成33年度

27 27

17-農業経営基盤強化
資金利子補給

253 平成29年度 237
平成30年度
平成36年度

16 16

25-災害条例資金利子
補給

105 平成29年度 81
平成30年度
平成32年度

24 12 12

26-防犯灯LED化業務
委託

72,000 平成29年度 24,000
平成30年度
平成35年度

48,000 48,000

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［可燃ごみ・資源物
（氏家地区1）］

116,598 平成29年度 69,874
平成30年度
平成31年度

46,724 41,114 5,610

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［可燃ごみ・資源物
（氏家地区2）］

127,808 平成29年度 76,592
平成30年度
平成31年度

51,216 45,068 6,148

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［可燃ごみ・資源物
（喜連川地区）］

173,594 平成29年度 104,030
平成30年度
平成31年度

69,564 61,214 8,350

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［不燃・粗大ごみ
（喜連川地区）］

23,607 平成29年度 14,147
平成30年度
平成31年度

9,460 8,324 1,136

26-喜連川小学校ス
クールバス運行業務
委託

195,000 平成29年度 117,000
平成30年度
平成31年度

78,000 78,000

26-さくら市図書館指
定管理業務委託

450,000 平成29年度 270,000
平成30年度
平成31年度

180,000 180,000

27-会議録等作成業務
委託

20,000 平成29年度 8,000
平成30年度
平成32年度

12,000 12,000

27-私立保育所等防犯
カメラ設置費補助事
業

1,095 平成29年度 540
平成30年度
平成32年度

555 555

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額

特　定　財　源
一　般
財　源
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

27-氏家中学校給食調
理業務委託

107,000 平成29年度 48,000
平成30年度
平成31年度

59,000 59,000

28-氏家小学校・押上
小学校・上松山小学
校・南小学校給食調
理業務委託

249,000 平成29年度 83,000
平成30年度
平成31年度

166,000 166,000

28-さくら市営駐車場
指定管理委託

30,000 平成29年度 6,000
平成30年度
平成33年度

24,000 24,000 0

28-さくら市喜連川社
会福祉センター指定
管理業務委託

10,036 平成29年度 1,985
平成30年度
平成33年度

8,051 8,051

28-さくら市生きがい
センター指定管理業
務委託

2,620 平成29年度 518
平成30年度
平成33年度

2,102 2,102

28-さくら市氏家福祉
センター指定管理業
務委託

24,510 平成29年度 4,889
平成30年度
平成33年度

19,621 19,621

28-総合交流ターミナ
ル管理業務委託

202,100 平成29年度 39,000
平成30年度
平成33年度

163,100 163,100

28-さくら市温泉浴場
（第1、第2）管理業
務委託

97,100 平成29年度 18,000
平成30年度
平成33年度

79,100 79,100

29-特別企画展開催事
業業務委託

4,000 平成30年度 4,000 4,000

29-総合健康診査業務
委託

305,000
平成30年度
平成32年度

305,000 305,000

29-広島平和記念式典
中学生派遣事業

1,050 平成30年度 1,050 1,050

29-喜連川児童セン
ター指定管理業務委
託

172,205
平成30年度
平成34年度

172,205 54,924 117,281

29-道路管理業務委託
（市道U1-1号外）

25,000 平成30年度 25,000

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

特 定 財 源
一　般
財　源
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

29-道路管理業務委託
（市道K1001号外）

25,000 平成30年度 25,000

30-例規データ作成更
新業務委託

1,728
平成30年度
平成31年度

1,728 1,728

30-広島平和記念式典
中学生派遣事業

1,050
平成30年度
平成31年度

1,050 1,050

30-南小学童保育セン
ター指定管理業務委
託

62,450
平成30年度
平成33年度

62,450 34,784 27,666

30-農業振興地域整備
計画策定業務委託

1,642
平成30年度
平成31年度

1,642 1,642

30-道路管理業務委託
（市道U1-1号外）

27,000
平成30年度
平成31年度

27,000 27,000

30-道路管理業務委託
（市道K1001号外）

27,000
平成30年度
平成31年度

27,000 27,000

30-氏家児童センター
指定管理業務委託

110,500
平成31年度
平成33年度

110,500 44,200 66,300

30-上松山児童セン
ター指定管理業務委
託

62,500
平成31年度
平成32年度

62,500 25,000 37,500

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

特 定 財 源
一　般
財　源
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

１　普　通　債 15,979,480 15,316,976 1,221,600 1,656,171 14,882,405

（１）総務 5,955,316 5,908,402 619,100 674,947 5,852,555

（２）民生 679,017 583,856 0 73,858 509,998

（３）衛生 226,588 304,001 14,900 19,020 299,881

（４）農林水産 1,023,167 907,880 25,000 137,310 795,570

（５）商工 385 0 0 0 0

（６）土木 3,691,283 3,396,933 284,000 385,173 3,295,760

（７）消防 700,060 694,429 86,300 47,872 732,857

（８）教育 3,703,664 3,521,475 192,300 317,991 3,395,784

２　災害復旧費 5,357 4,915 8,500 446 12,969

（１）公共土木施設 1,957 1,515 8,500 446 9,569

（２）農林水産業施設 3,400 3,400 0 0 3,400

（３）その他公共施設 0 0 0 0 0

合　　　計 15,984,837 15,321,891 1,230,100 1,656,617 14,895,374

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度中増減見込額 当該年度末
現在高見込額
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議案第 8 号  

平成 30 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業  

特別会計補正予算（第 4 号）  

 

平成 30 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業特別会

計の補正予算（第 4 号）は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 6,718 万 1 千

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 4 億 2,442 万 9

千円とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費）  

第 2 条  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 213 条第 1 項の規定に

より翌年度に繰り越して使用することができる経費は ､「第 2 表  繰

越明許費」による。  

（地方債の補正）  

第 3 条  既定の地方債の追加、変更は、「第 3 表  地方債補正」による。 

 

平成 31 年 2 月 21 日提出  

さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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第2表　繰越明許費

款 項 事　　　業　　　名

2　災害復旧費
1　公共土木施設
　 災害復旧費

土木施設災害復旧事業 29,500

（単位：千円）

金　　額
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第3表　地方債補正

追　加 （単位：千円）

起 債 の 目 的

調整池洪水吐法面
復旧事業費

変　更 （単位：千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法 限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

千円 千円

119,700 78,300

土木施設災害復旧
事業費

46,000 0

限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

34,500
普通貸借
又　　は
証券発行

　4.0%以内（ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる資
金について、利率
の見直しを行った
後においては当該
見直し後の利率と
する。）

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び
償還期限を延長し、短縮
し、若しくは繰上償還、
又は借換えすることがで
きる。

起 債 の 目 的
補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。た
だし、市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を延
長し、短縮
し、若しくは
繰上償還、又
は借換えする
ことができ
る。

　4.0%以
内（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率と
する。）

普通貸
借　又
は　証
券発行

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

上阿久津台地土地
区画整理事業費
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平成30年度氏家都市計画事業上阿久津台地
土地区画整理事業特別会計補正予算

（第4号）に関する説明書
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

上阿久津台地土地区画整
理事業費

1,964,058 1,901,046 78,300 153,626 1,825,720

調整池洪水吐法面復旧事
業費

0 0 34,500 0 34,500

土木施設災害復旧事業費 0 0 0 0 0

合　　　計 1,964,058 1,901,046 112,800 153,626 1,860,220

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分
前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度中増減見込額 当該年度末
現在高見込額
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議案第 9 号  

平成 30 年度さくら市公共下水道事業特別会計補正予算  

（第 2 号）  

 

平成 30 年度さくら市の公共下水道事業特別会計の補正予算（第 2 号）

は、次に定めるところによる ｡ 

（歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 4,090 万 9 千

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 14 億 6,027 万 8

千円とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費）  

第 2 条  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 213 条第 1 項の規定に

より翌年度に繰り越して使用することができる経費は ､「第 2 表  繰

越明許費」による。  

（地方債の補正）  

第 3 条  既定の地方債の変更は、「第 3 表  地方債補正」による。  

 

平成 31 年 2 月 21 日提出  

さくら市長  뤷  塚  隆  志  

-71-



-72-



-73-



-74-



-75-



第2表　繰越明許費

款 項 事　　　業　　　名

1　下水道管理費 2　施設管理費 下水道水処理センター維持管理事業

1　下水道管理費 2　施設管理費 水処理センター長寿命化事業

2　下水道建設費 1　下水道建設費 氏家水処理センター増設事業

（単位：千円）

金　　額

92,000

16,000

5,600
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第3表　地方債補正

変　更 （単位：千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法 限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

千円 千円

305,000 296,900

起 債 の 目 的
補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。た
だし、市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を延
長し、短縮
し、若しくは
繰上償還、又
は借換えする
ことができ
る。

　4.0%以
内（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率と
する。）

普通貸
借　又
は　証
券発行

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

公共下水道事業費
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平成30年度さくら市公共下水道事業特別会計補正予算
（第2号）に関する説明書
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

公共下水道事業費 5,966,842 5,815,887 296,900 351,558 5,761,229

公共下水道施設災害復旧
事業費

632 507 0 125 382

合　　　計 5,967,474 5,816,394 296,900 351,683 5,761,611

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分
前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度中増減見込額 当該年度末
現在高見込額
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議案第 10 号  

平成 30 年度さくら市農業集落排水事業特別会計補正予算  

（第 1 号）  

 

平成 30 年度さくら市の農業集落排水事業特別会計の補正予算（第 1

号）は、次に定めるところによる ｡ 

（歳入予算の補正）  

第 1 条  歳入予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入予算の金額は、「第 1 表  歳入予算補正」による。  

 

 

平成 31 年 2 月 21 日提出  

さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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議案第 11 号  

平成 30 年度さくら市国民健康保険特別会計補正予算  

（第 2 号）  

 

平成 30 年度さくら市の国民健康保険特別会計の補正予算（第 2 号）

は、次に定めるところによる ｡ 

（歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 4 億 6,210 万 4

千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 46 億 7,407 万

3 千円とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。 
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さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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平成30年度さくら市国民健康保険特別会計補正予算
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議案第 12 号  

平成 30 年度さくら市後期高齢者医療特別会計補正予算  

（第 1 号）  

 

平成 30 年度さくら市の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第 1 号）

は、次に定めるところによる ｡ 

（歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 422 万 2 千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 4 億 2,331 万 4 千円

とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。 
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さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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議案第 13 号  

平成 30 年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第 3 号）  

 

平成 30 年度さくら市の介護保険特別会計の補正予算（第 3 号）は、次

に定めるところによる ｡ 

（歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  既定の歳入歳出予算の総額 に歳入歳出それぞれ 1 億 9,126 万 8

千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 33 億 867 万 3

千円とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。 
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さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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平成30年度さくら市介護保険特別会計補正予算
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